
証券コード　7811

平成28年５月13日

株　主　各　位
大阪市天王寺区空堀町２番８号

中 本 パ ッ ク ス 株 式 会 社
代表取締役社長 中 本 髙 志

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　この度の熊本地震により被災された皆様には、心よりお見舞い申し上げ

ますとともに、一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

　さて、当社第28回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示いただき、平成28年５月27日（金曜日）午後５時までに到着するよう

ご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年５月30日（月曜日）午後４時

２．場 所 大阪市天王寺区空堀町２番８号

中本パックス株式会社　本社５Ｆ　多目的ホール

　TEL：06－6762－0431（代表）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第28期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結

果報告の件

２．第28期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）計算書類報

告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役11名選任の件

第３号議案

第４号議案

取締役の報酬額改定の件

監査役の報酬額改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場

合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.

npacks.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策を背景に雇用情勢や企業

収益は改善しているものの、全般的に足踏み状態となっています。消費者マインド

は持ち直しつつありますが、この冬の暖冬の影響もあって、実際の個人消費にはさ

ほど勢いがありません。また、外国人によるインバウンド消費はまだまだ活発な状

況が続いており、景気を押し上げる要因となっていますが、中国をはじめとする海

外経済の減速傾向や円安による物価上昇等、景気を下押しするリスクが存在し、依

然として先行きは不透明な状況で推移いたしました。

　このような状況の下、当社グループでは、「改質エコ技術でパッケージングの世

界を変える」をスローガンに掲げ、自社開発品の新規提案、生産加工設備の増強、

生産の効率化、コスト削減など業績向上に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は30,413百万円、営業利益は1,100百

万円、経常利益は1,167百万円となり、当期純利益は691百万円となりました。

　なお、当連結会計年度は連結計算書類作成初年度であるため、前連結会計年度と

の比較は行っておりません。

　製品用途別の業績は次のとおりであります。

（食品関連）

　夏場の天候不順による農産物関連の受注の減少、暖冬によるおでん等の冬物食材

の減少、原油安による材料価格の下落に伴う販売価格の値下げの影響がありました

が、一方で、自社開発品（ＮＴＳⅡ、ＮＡＫ-Ａ-ＰＥＴ）が食品用トレー関係で採

用され好調に推移したことにより、売上高は20,461百万円、売上総利益は2,132百万

円となりました。

（ＩＴ・工業材関連）

　スマートフォン関連における、ＮＳセパ（自社ブランド）が大きく減少しました

が、一方で、自動車関連（自動車内装材）の受注が順調に推移したこと、自動車用

リチウムイオン電池関連の委託加工が増加したことにより、売上高は4,206百万円、

売上総利益は904百万円となりました。
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（医療・医薬関連）

　平成28年春に実施される薬価改定の影響もあり、既存製品の販売価格見直し及び、

当社ユーザーでの在庫削減等があり、湿布用離型フィルム、輸液バック用包材の受

注が減少しましたが、一方で、ＮＳセパの新規製品の受注が増加したことにより、

売上高は1,143百万円、売上総利益は223百万円となりました。

（建材関連）

　東日本大震災の復興需要が一巡し、集合住宅関連の受注が減少したこと、同業他

社との競争が激化したことにより、売上高は658百万円、売上総利益は104百万円と

なりました。

（生活資材関連）

　円安による輸入原価上昇分の販売価格への転嫁、不採算ユーザーからの撤退等を

実施したことにより、売上高は3,530百万円、売上総利益は787百万円となりました。

（その他）

　当連結会計年度におきましては、当社グループが使用する生産加工設備の製造に

注力し、機械及び設備の外販を行わず、リサイクルペレットのみの売上となったこ

とにより、売上高は412百万円、売上総利益は174百万円となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

1,612百万円で、その主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

竜ヶ崎工場　　　　　　　　　建物の増設

名張工場　　　　　　　　　　グラビア印刷機の増設

筑波工場　　　　　　　　　　ドライラミネーター機の増設

廊坊中本包装有限公司　　　　グラビア印刷機の増設

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

竜ヶ崎工場　　　　　　　　　押出ラミネーター機の新設

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金

として純増額56百万円の調達を行いました。また、総額150百万円の新株予約権行使

に伴う株式を発行いたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 25 期

(平成25年２月期)
第 26 期

(平成26年２月期)
第 27 期

(平成27年２月期)

第 28 期
(当連結会計年度)
(平成28年２月期)

売 上 高(千円) － － － 30,413,140

経 常 利 益(千円) － － － 1,167,336

当 期 純 利 益(千円) － － － 691,433

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) － － － 209.35

総 資 産(千円) － － － 23,497,582

純 資 産(千円) － － － 9,498,288

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) － － － 2,721.35

（注）１．当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、第27期以前の状況

は記載しておりません。

２．当社は平成27年５月15日開催の取締役会において、平成27年６月９日付で株式

１株につき200株の割合をもって株式分割を行っておりますが、当連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１

株当たり純資産を算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 25 期

(平成25年２月期)
第 26 期

(平成26年２月期)
第 27 期

(平成27年２月期)

第 28 期
（当事業年度）
(平成28年２月期)

売 上 高(千円) 22,675,561 25,504,676 25,519,499 24,576,215

経 常 利 益(千円) 889,567 1,241,182 1,283,286 1,103,374

当 期 純 利 益(千円) 458,338 747,604 669,423 585,559

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 28,973.70 47,193.32 42,258.04 177.30

総 資 産(千円) 17,625,844 18,659,327 19,907,993 19,758,534

純 資 産(千円) 7,357,288 7,983,651 8,506,026 8,941,052

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 464,152.53 503,692.31 536,667.82 2,654.50

（注)当社は平成27年５月15日開催の取締役会において、平成27年６月９日付で株式１株に

つき200株の割合をもって株式分割を行っておりますが、当事業年度の期首に当該株

式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算

定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ア ー ル 40,000千円 51.0％ 日用品雑貨の販売等

株 式 会 社 中 本 印 書 館 100,000千円 75.0％ 印刷加工

株 式 会 社 サ ン タ ッ ク 10,000千円 100.0％ 印刷加工等

エヌアイパックス株式会社 100,000千円 56.0％ 成型加工

エ ヌ ・ ピ ー ・ ジ ー ・
ジ ャ パ ン 株 式 会 社

490,000千円 64.7％ 持株会社

ナ ピ ク ル 株 式 会 社 350,000千円 85.7％ 持株会社

株 式 会 社 中 本 キ タ イ
ホ ー ル デ ィ ン グ ス

24,500千円 51.0％ 持株会社

廊坊中本包装有限公司
6,009
千米ドル

64.7％
（64.7％）

印刷加工等

廊 坊 中 本 新 型 材 料 科 技
有 限 公 司

2,800
千米ドル

85.7％
（85.7％）

ラミネート加工等

中本包装（蘇州）有限公司
9,375
千米ドル

100.0％ コーティング加工等

中 本 北 井 （ 蘇 州 ） 商 貿
有 限 公 司

590
千米ドル

51.0％
（51.0％）

プラスチック製品の販売

（注）１．当社の議決権比率の欄の（　）内は間接保有比率であり内数であります。

２．ナプテック株式会社は、平成27年４月30日付で解散し、平成27年10月26日付で清算を結

了しております。

③　重要な関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

三 国 紙 工 株 式 会 社 142,185千円 30.8％ ラミネート加工等

（注）三国紙工株式会社は、平成27年９月11日に株式を追加取得し、関連会社となりました。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループの属する業界は、既存の顧客、扱い製品だけでは大きな業績の伸長を

望みにくい成熟産業とされています。そのため、当社グループは、従来からの主力製

品に加え、新製品の開発で、食品用パッケージ等の販売先市場の開拓を推進してまい

りました。営業面におきましては、全社一丸となって得意先の潜在的なニーズを先取

りした提案を積極的に行っていくことで、販売シェアの拡大を目指してまいります。

　生産面におきましては、合理的かつ効率的な生産体制の確立を目標に、生産設備の

更新・新設を進める一方で、生産技術の向上、製造方法の改良、ロスの抑制等により

一層のコスト削減に努めてまいります。

　当社グループが今後も成長、発展を遂げるため具体的には以下の取り組みを進めて

まいります。

①　食品関連

　国内におきましては、少子化による市場の縮小が予想されることから、今以上に

競争が激しくなると考えられます。

　このような課題に対処するために、潜在する市場ニーズ（環境・安全・個食化等）

を的確につかみ、これまでに培ってきた技術を新製品及び新素材の開発につなげ新

たな価値を提供してまいります。

　また、当社独自の開発品であります、ＮＡＫ－Ａ－ＰＥＴ、ＮＣ－ＰＥＴ、ＨＳ

－ＰＥＴ及びＮＴＳⅡの販売強化にも取り組んでまいります。

②　ＩＴ・工業材関連

　スマートフォンやタブレット端末などの市場は、先進国はもとより新興国におき

まして今後も成長が予想されるため、当社グループにおきましても新興国に対する

販売強化が必要であると考えております。

　このような課題に対処するために、当社が得意とするＮＳセパや遮光印刷技術の

強化に取り組んでまいります。

　また、自動車業界はガソリン車から電気、水素等を燃料とするエコカーの時代へ

と日々進化しております。

　このような課題に対処するために、それらの急速に変化する市場に対応する製品

の開発・改良を加速させ、独自の加工技術で差別化を図り販売強化に取り組んでま

いります。
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③　医療・医薬関連

　先進国では、医学・医療の進歩による高齢化社会において、安定成長が見込まれ

る市場でありますので、当社グループだけではなく、競合他社の新規参入等による

競争激化が予想されます。

　このような課題に対処するために、当社グループの自社ブランドであるＮＳセパ

及びグラビア印刷の受注拡大に向け、顧客の細かなニーズに応えることで、製品の

ラインナップの拡充による差別化に取り組んでまいります。

④　自社開発品

　自社開発品（ＮＡＫ－Ａ－ＰＥＴ、ＮＣ－ＰＥＴ、ＨＳ－ＰＥＴ及びＮＴＳⅡ）

は、安全性と環境負荷低減（ＣＯ²排出量の低減）を実現した素材であるため、潜在

的な需要は大きく、更なる販売強化を行う必要があると考えております。

　このような課題に対処するために、例えば、ＨＳ－ＰＥＴにおきましては、押出

ラミネーター機等の新規設備導入を行い、品質の安定、生産能力の拡大により、販

売強化に取り組んでまいります。

⑤　グローバル戦略

　海外連結子会社（中国４社）における事業は、人件費の高騰、販売価格競争の激

化や為替変動により不透明な環境にあります。

　このような課題に対処するために、当社グループは引き続き圧縮袋製造の合理化

を図るとともに当社グループが得意とするシートグラビア印刷、クリーンコーティ

ング、熱ラミネート等の付加価値の高い製品の販売増加を目指し、新規顧客の開拓

を推進いたします。また、顧客の現地調達化（特に自動車関連）が進む場合には、

米国等で生産拠点を展開することも視野に入れ取り組んでまいります。

⑥　内部管理体制の強化

　当社グループは、金融商品取引法における内部統制に係る報告を実施するため内

部管理体制の強化に努め、コンプライアンス機能の強化、業務マニュアルの整備等

を行ってまいりました。

　今後もこの内部管理体制を有効に機能させることが、企業価値を高め、効率的か

つ健全な企業経営を実現するものと認識し、より一層透明性の高い経営を目指し、

相互牽制の効いた内部管理体制の強化に取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成28年２月29日現在）

　当社グループ（当社及び関係会社）は、当社、連結子会社11社（国内７社、海外４

社）及び持分法適用関連会社１社により構成され、印刷加工（グラビア印刷）、ラミ

ネート加工（ドライラミネート）、コーティング加工及び成型加工による製品の販売

を主な事業としております。

(6) 主要な営業所及び工場（平成28年２月29日現在）

①　当社

本 社 大阪市天王寺区

営 業 所
大阪府（大阪市）、東京都（千代田区）、
愛知県（小牧市）、佐賀県（鳥栖市）

工 場
三重県（名張市）、大阪府（柏原市）、埼玉県（鴻巣市）、
茨城県（龍ケ崎市・常総市）

②　子会社

株 式 会 社 ア ー ル 大阪市天王寺区

株 式 会 社 中 本 印 書 館 埼玉県比企郡ときがわ町

株 式 会 社 サ ン タ ッ ク 広島県福山市

エ ヌ ア イ パ ッ ク ス 株 式 会 社 茨城県稲敷市

廊 坊 中 本 包 装 有 限 公 司 中国河北省廊坊市

廊坊中本新型材料科技有限公司 中国河北省廊坊市

中 本 包 装 （ 蘇 州 ） 有 限 公 司 中国江蘇省蘇州市

中本北井（蘇州）商貿有限公司 中国江蘇省蘇州市
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(7) 使用人の状況（平成28年２月29日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

印 刷 関 連 事 業 845（181）名 29名増（26名増）

合 計 845（181）名 29名増（26名増）

（注）　使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当

社グループへの出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

485（37）名 12名増（5名減） 39.1歳 11.9年

 (注) 　使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）

であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年２月29日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,493,779千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,865,467

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 711,761

株 式 会 社 伊 予 銀 行 200,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年２月29日現在）

①　発行可能株式総数 12,660,000株

（注）平成27年５月27日開催の第27回定時株主総会において定款の一部変更が行わ

れ、発行可能株式総数は同日付で43,300株増加しております。また、平成27年

５月15日開催の取締役会決議により、平成27年６月９日付で株式分割に伴う定

款の変更が行われ、発行可能株式総数は12,596,700株増加し、12,660,000株と

なっております。

②　発行済株式総数 3,368,560株

（注）平成27年５月15日開催の取締役会決議により、平成27年６月９日付で普通株式

１株につき200株の株式分割を行っております。これにより発行済株式総数は

3,152,717.20株増加し、3,168,560株となっております。また、平成27年６月29

日付で第１回新株予約権が行使されたことにより、発行済株式総数が200,000株

増加し、3,368,560株となっております。

③　株主数 96名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

中 本 髙 志 645千株 19.2％

中 本 パ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 325 9.7

株 式 会 社 中 本 316 9.4

河 田 優 子 306 9.1

松 下 美 樹 294 8.7

染 　 谷 　 真 沙 美 293 8.7

道 上 啓 子 63 1.9

桝 谷 公 子 59 1.8

向 井 忠 行 50 1.5

松 田 常 義 43 1.3

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．持株比率は自己株式（296株）を控除して計算しております。

３．持株比率は、小数点以下第２位を四捨五入しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年２月29日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 中 本 髙 志

取 締 役 副 社 長 向 井 忠 行
プロダクト事業本部長
エヌアイパックス株式会社取締役
廊坊中本包装有限公司董事

専 務 取 締 役 木 戸 　 弘
パッケージング事業本部長
株式会社サンタック取締役

専 務 取 締 役 吉 功

管理本部長
廊坊中本包装有限公司監事
廊坊中本新型材料科技有限公司監事
中本包装（蘇州）有限公司監事

常 務 取 締 役 松 本 　 隆 海外事業本部長

常 務 取 締 役 土 井 光 雄
プロダクト事業本部生産事業部長
株式会社中本印書館代表取締役会長

取 締 役 川 下 和 孝

経営企画室長
株式会社アール監査役
エヌアイパックス株式会社監査役
廊坊中本新型材料科技有限公司董事

取 締 役 羽 渕 英 彦
プロダクト事業本部営業事業部長
中本包装（蘇州）有限公司董事

取 締 役 河 田 　 淳

プロダクト事業本部国際室長
廊坊中本包装有限公司董事
廊坊中本新型材料科技有限公司董事
中本包装（蘇州）有限公司董事長
中本北井（蘇州）商貿有限公司董事長

取 締 役 白 井 　 操

常 勤 監 査 役 長 尾 春 樹
株式会社サンタック監査役
中本北井（蘇州）商貿有限公司監事

監 査 役 中 村 吉 伸
税理士
中村吉伸税理士事務所所長

監 査 役 芦 田 一 志
弁護士
小野・芦田法律事務所共同経営者

（注）１．取締役白井操氏は、社外取締役であります。

２．監査役中村吉伸氏及び芦田一志氏は、社外監査役であります。

３．常勤監査役長尾春樹氏は、当社の経理部門に長年にわたり在籍し、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。

４．監査役中村吉伸氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

５．監査役芦田一志氏は弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有して

おります。

６．当社は取締役白井操氏、監査役中村吉伸氏及び監査役芦田一志氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

　　平成27年５月27日開催の第27回定時株主総会において、新たに白井操氏は取締役に選任

され、就任いたしました。
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②　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 10名 251百万円

監 査 役 3 11

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

13
（3）

262
（6）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成27年５月27日開催の第27回定時株主総会において、年額350

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成24年５月29日開催の第24回定時株主総会において、年額20

百万円以内と決議いただいております。

４．上記のほか、平成27年５月27日開催の第27回定時株主総会の決議に基づく、役員退職慰

労金制度の廃止に伴う打切り支給予定額は、次のとおりであります。

　　　・取締役９名　　207百万円

　　　・監査役１名　 　１百万円

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役中村吉伸氏は、中村吉伸税理士事務所所長であります。同法律事務所と

当社との間には特別の関係はありません。

・監査役芦田一志氏は、小野・芦田法律事務所共同経営者であります。同法律事

務所と当社との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 白 井 　 操

平成27年５月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役会14

回のうち13回出席いたしました。出席した取締役会において、食

品市場に精通した豊富な経験と幅広い見識に基づき、適宜発言を

行っております。

監査役 中 村 吉 伸

当事業年度に開催された取締役会17回及び、監査役会12回すべて

に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、

主に財務及び会計等に関し、税理士としての専門的見地から適宜

発言を行っております。

監査役 芦 田 一 志

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回に出席し、監査

役会は12回すべてに出席いたしました。出席した取締役会及び監

査役会において、主に企業法務に関し、弁護士としての専門的見

地から適宜発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める 低責任限度額とし

ております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

35,900

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

　当社監査役会は、前事業年度の監査実績の分析・評価を行い、当事業年度の監査

計画における監査時間・配員計画及び報酬額の見積もりの相当性などを確認し検討

した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っておりま

す。
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④　非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非

監査業務）である財務デューデリジェンスに係る業務を委託し、対価を支払ってお

ります。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会におきまして、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、監査役会は、会計監査人の監査体制、独立性、監査品質、監査業務の遂行

状況等を総合的に判断し、適正な監査の遂行が困難であると認めたときは、株主総

会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

⑥　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められる

のは、当該会計監査人が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な

過失がないときに限られます。

⑦　会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項

当社の会計監査人であります新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日付で

金融庁より平成28年１月１日から同年３月31日までの３ヶ月間の新規契約の締結に

関する業務停止処分を受けました。

(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会

社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであ

ります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

　１)当社及び関係会社（以下「中本パックスグループ」という）は、「中本パックス

グループ行動規範」を定め、取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観を

持って職務執行を行う体制を整備しております。

　２)中本パックスグループは、「内部通報規程」及び「コンプライアンス・ホットラ

イン運用要領」を定め、使用人等が法令違反行為等を早期に発見し、是正するため

の内部通報窓口を設けております。
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　３)中本パックスグループは、「反社会的勢力排除に関する対応マニュアル」を定め、

弁護士や警察等と連携して反社会的勢力の排除に努めております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　１)中本パックスグループは、取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）

を、法令及び「文書管理規程」に基づき保管しております。

　２)中本パックスグループの社内情報の管理については、「情報セキュリティ管理規

程」及び「個人情報保護規程」に従い、情報のセキュリティ体制を整備しておりま

す。

　３)取締役及び監査役はいつでもこれら保存された文書を閲覧し得るものであります。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　１)中本パックスグループは、損失の危険の管理に関して「リスク・危機管理規程」

に従い、損失を未然に防止する体制を構築し、危機発生の際には緊急事態対策本部

を設置し、迅速な対応による安全の確保と損失の 小化・再発防止を図っておりま

す。

　２)リスク・コンプライアンス委員会は、中本パックスグループの防災体制を含む分

類されたリスクの特定、評価、制御による管理を実施し、これらの状況を定期的に

検証し、リスク管理の実効性を確保しております。

　３)内部監査室は、中本パックスグループの内部監査において損失の危険を発見した

ときは「内部監査規程」に基づき、当該部門長に通告するとともに、ただちに代表

取締役社長に報告することとしております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　１)取締役会は、「取締役会規程」に従い、適切な運営を確保し、原則月１回、その

他必要に応じて随時開催し、適切な職務執行を実施し、意思疎通を図るとともに、

相互の業務執行を監督しております。

　２)組織的かつ効率的な業務執行のために、各組織及び役職位の責任と権限の体系を

明確にした「職務権限規程」を定めております。

⑤　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　１)当社は、「関係会社管理規程」を定め、経営管理を行います。

　２)当社は、関係会社の業務の適正を確認するための内部監査を実施するとともに、

「中本パックスグループ行動規範」の遵守及び内部統制体制の整備を求めておりま

す。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項及び当該使用人からの独立性に関する事項

　１)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要な人数及び

求められる資質について監査役と協議の上、適任と認められる人員を配置いたしま

す。

　２)補助すべき使用人は、監査役の指揮命令下で業務を行い、監査役以外からの指揮

命令は受けません。

　３)補助すべき使用人の異動、人事評価及び懲戒等については、監査役の意見を尊重

しております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関

する体制

　１)監査役は、重要な会議に出席し、代表取締役社長及び業務執行を担当する取締役

が行う経営意思決定と業務執行状況を監査役会にて常にチェックできる体制を整え

ております。

　２)監査役は、「監査役会規程」に基づき、取締役及び使用人に対して、報告を求め

る体制を構築しております。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用

等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執

行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じます。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　１)監査役は、社内の重要課題等を把握し、必要に応じ意見を述べることができるよ

う、取締役会その他の重要会議に出席する機会を確保いたします。

　２)監査役は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査室とそれぞれ定期的な意見交

換及び情報の交換を行うなど緊密な連携を保っております。

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　コンプライアンスに対する取組み

　社内研修などを通じて、都度、コンプライアンス教育を実施し、従業員のコンプ

ライアンスに対する意識向上を図っております。また、当社グループでは、不正行

為等による不祥事の防止及び早期発見と是正並びに社会的信頼の確保のために、上

司やリスク・コンプライアンス委員会へ報告・相談できない場合に対応するため、

社内窓口の他、社外窓口（顧問弁護士）を設け、従業員がプライバシーを確保され

た上でコンプライアンスに関する問題について報告・相談できる体制を整備してい

ます。
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②　リスクマネジメントに対する取組み

　リスク・コンプライアンス委員会において、リスクの識別、分類、分析、評価に

ついての随時見直しを実施し、対応策の実施状況の検証を行いました。

③　財務報告に係る信頼性の確保に対する取組み

　内部監査室が各部門に赴き、実務担当者と面談を行い、業務フローの確認をする

ことで、リスクや対応の見直しを行い内部統制システムの質的向上を図るとともに、

内部統制システムの重要性と遵守の教育を実施しております。

　財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み策定した監査実施計画に基づ

き、内部統制の有効性の評価を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,086,474

2,603,994

6,487,777

706,911

1,251,260

298,058

520,388

108,689

114,729

△5,334

11,411,107

10,015,151

4,300,130

2,089,009

2,847,371

43,159

583,739

151,740

191,925

191,925

1,204,030

771,045

18,569

115,666

333,984

△35,235

（負  債  の  部）

流 動 負 債 10,966,335

支払手形及び買掛金 3,154,709

電 子 記 録 債 務 2,759,490

短 期 借 入 金 3,328,406

1年内返済予定の長期借入金 836,839

リ ー ス 債 務 11,506

未 払 法 人 税 等 199,688

繰 延 税 金 負 債 655

賞 与 引 当 金 150,440

そ の 他 524,599

固 定 負 債 3,032,958

長 期 借 入 金 2,511,763

リ ー ス 債 務 34,982

繰 延 税 金 負 債 2

退職給付に係る負債 269,227

そ の 他 216,982

負 債 合 計 13,999,294

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 8,450,809

資 本 金 569,250

資 本 剰 余 金 669,925

利 益 剰 余 金 7,211,930

自 己 株 式 △297

その他の包括利益累計額 715,419

その他有価証券評価差額金 120,182

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,201

為替換算調整勘定 542,405

退職給付に係る調整累計額 51,630

少 数 株 主 持 分 332,059

純 資 産 合 計 9,498,288

資 産 合 計 23,497,582 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,497,582

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 30,413,140

売 上 原 価 26,085,169

売 上 総 利 益 4,327,971

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,227,297

営 業 利 益 1,100,673

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,260

受 取 配 当 金 10,083

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 79,140

受 取 地 代 家 賃 34,337

そ の 他 125,237 251,059

営 業 外 費 用

支 払 利 息 74,180

株 式 公 開 費 用 34,273

為 替 差 損 44,616

そ の 他 31,326 184,396

経 常 利 益 1,167,336

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 61,536

投 資 有 価 証 券 売 却 益 681 62,217

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 25,688

関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,125

そ の 他 605 30,419

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,199,134

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 455,877

法 人 税 等 調 整 額 61,864 517,742

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 681,392

少 数 株 主 損 失 （ △ ） △10,041

当 期 純 利 益 691,433

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 492,000 592,675 6,841,113 △297 7,925,491

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － △122,599 － △122,599

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

492,000 592,675 6,718,513 △297 7,802,891

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

77,250 77,250 － － 154,500

剰 余 金 の 配 当 － － △198,016 － △198,016

当 期 純 利 益 － － 691,433 － 691,433

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 77,250 77,250 493,417 － 647,917

当 期 末 残 高 569,250 669,925 7,211,930 △297 8,450,809

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 99,521 － 626,202 124,118 849,842

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － － － －

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

99,521 － 626,202 124,118 849,842

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

－ － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － －

当 期 純 利 益 － － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

20,660 1,201 △83,796 △72,488 △134,422

当 期 変 動 額 合 計 20,660 1,201 △83,796 △72,488 △134,422

当 期 末 残 高 120,182 1,201 542,405 51,630 715,419

新 株 予 約 権 少数株主持分 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 4,500 357,913 9,137,746

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

－ － △122,599

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

4,500 357,913 9,015,147

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

－ － 154,500

剰 余 金 の 配 当 － － △198,016

当 期 純 利 益 － － 691,433

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△4,500 △25,853 △164,776

当 期 変 動 額 合 計 △4,500 △25,853 483,141

当 期 末 残 高 － 332,059 9,498,288

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　11社

・主要な連結子会社の名称

株式会社アール

株式会社中本印書館

株式会社サンタック

エヌアイパックス株式会社

エヌ・ピー・ジー・ジャパン株式会社

ナピクル株式会社

株式会社中本キタイホールディングス

廊坊中本包装有限公司

廊坊中本新型材料科技有限公司

中本包装（蘇州）有限公司

中本北井（蘇州）商貿有限公司

②　非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　１社

・主要な会社等の名称

三国紙工株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

該当事項はありません。

③　持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の直近の四半期決算を基

にした仮決算により作成した財務諸表を使用しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

②　持分法の適用の範囲の変更

三国紙工株式会社については、平成27年９月11日に株式を追加取得し、関連会社に該当す

ることとなったため、当連結会計年度より持分法の適用範囲に含めております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

株式会社アールの決算日は11月30日であり、その他の連結子会社の決算日は12月31日であり

ます。

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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(5) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

当社及び国内連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は月別総平均法

による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く。）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用し

ております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く。）は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　２年～50年

機械装置及び運搬具　２年～18年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２

月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額の当連結会計年度負担額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

⑤　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は在外子会社の

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為

替予約については振当処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約

・ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、投機的な取引

は行わない方針であります。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎とし評価しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35

項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、

退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が5,964千円減少し、退職給付に係る

負債が174,861千円増加し、利益剰余金が122,599千円減少しております。また、当連結会計年

度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ11,973千円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は36円40銭（８．１株当たり情報に関する注記（注）に記載の平

成27年６月９日付株式分割を反映した額）減少し、１株当たり当期純利益は3円63銭（８．１株

当たり情報に関する注記（注）に記載の平成27年６月９日付株式分割を反映した額）減少して

おります。

３．追加情報

役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職慰労引当金を計上しておりました

が、平成27年５月15日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、

平成27年５月27日開催の定時株主総会において、当該制度の廃止に伴う打ち切り支給が決議さ

れました。

これに伴い、当連結会計年度において、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打ち切り支給に

伴う未払額208,042千円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

受取手形及び売掛金 212,826千円

商品及び製品 29,105千円

仕掛品 2,473千円

原材料及び貯蔵品 58,996千円

建物及び構築物 1,660,559千円

土地 2,004,596千円

投資その他の資産　その他 1,987千円

計 3,970,545千円

②　担保に係る債務

支払手形及び買掛金 248,309千円

短期借入金 253,482千円

流動負債　その他 202千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む。） 2,085,018千円

計 2,587,011千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,935,101千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 3,368,560株

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年５月27日
定時株主総会

普通株式 198,016 12,500 平成27年２月28日 平成27年５月28日

（注）当社は、平成27年６月９日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っております。１株

当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月30日
定時株主総会

普通株式 210,516 利益剰余金 62.50 平成28年２月29日 平成28年５月31日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており

ます。資金運用については短期的な預金等及び営業目的による株式取得に限定し、また、短

期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回

避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海

外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払

期日であります。一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は 長で決算日

後10年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記等　(5) 会計処理基準に関する事項　⑥　重要な

ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程及び与信限度額設定規程に従い、営業債権について、各

部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管

理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた

め信用リスクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動

リスクに対して、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規

程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 2,603,994 2,603,994 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,487,777 6,487,777 －

(3) 投資有価証券 517,842 517,842 －

資産計 9,609,614 9,609,614 －

(1) 支払手形及び買掛金 3,154,709 3,154,709 －

(2) 電子記録債務 2,759,490 2,759,490 －

(3) 短期借入金 3,328,406 3,328,406 －

(4) 長期借入金（*1） 3,348,602 3,403,927 55,325

負債計 12,591,208 12,646,534 55,325

デリバティブ取引（*2） 1,857 1,857 －

（*1）1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格に

よっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

為替予約等の振当処理によるものはヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理

しているため、その時価は当該買掛金の時価に含めております。また、外貨建の予定取

引の為替リスクのヘッジについては、取引金融機関から提示された時価に基づき、繰延

ヘッジ処理を行っております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

関連会社株式 250,237

非上場株式 2,965

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,721円35銭

(2) １株当たり当期純利益 209円35銭

（注）当社は、平成27年５月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成27年６月９日付で普

通株式１株につき200株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しており

ます。
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９．重要な後発事象に関する注記

(1) 公募増資による新株式の発行

当社は、平成28年１月28日及び平成28年２月15日開催の取締役会において、公募増資による

新株式の発行を決議し、平成28年３月２日に払込が完了しております。

その概要は、次のとおりであります。

①　募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②　発行する株式数：普通株式　550,000株

③　発行価格：１株につき　　　　1,470円

④　発行価額の総額：　　　　808,500千円

⑤　払込金額：１株につき　　 1,359.75円

⑥　払込金額の総額：　　　　747,862千円

⑦　資本組入額：　　　　　　373,931千円

⑧　払込期日：平成28年３月２日

⑨　資金の使途：生産能力増強や作業環境向上を目的としてグラビア印刷機、クリーンルー

ム等の生産加工設備、物流保管設備拡充を目的として物流倉庫建物、残額

は、財務体質強化及び経営基盤安定化のため、平成29年２月期以降に金融

機関からの借入金の返済資金に充当する予定であります。

(2) 第三者割当増資による新株式の発行

当社は、平成28年１月28日及び平成28年２月15日開催の取締役会において、野村證券株式会

社が行うオーバーアロットメントによる当社株式の売出し（当社株主から借入れる当社普通株

式168,100株の売出し）に関連し、同社を割当先とする第三者割当による新株式の発行を決議

し、平成28年４月１日に払込が完了しております。

その概要は、次のとおりであります。

①　募集方法：第三者割当

②　発行する株式数：普通株式　168,100株

③　発行価格：１株につき　　　　1,470円

④　発行価額の総額：　　　　247,107千円

⑤　払込金額：１株につき　　 1,359.75円

⑥　払込金額の総額：　　　　228,573千円

⑦　資本組入額：　　　　　　114,286千円

⑧　払込期日：平成28年４月１日

⑨　資金の使途：生産能力増強や作業環境向上を目的としてグラビア印刷機、クリーンルー

ム等の生産加工設備、物流保管設備拡充を目的として物流倉庫建物、残額

は、財務体質強化及び経営基盤安定化のため、平成29年２月期以降に金融

機関からの借入金の返済資金に充当する予定であります。
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貸　借　対　照　表

（平成28年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 消 費 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

従業員に対する長期貸付金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,617,395

1,380,780

1,369,655

4,613,572

706,911

779,872

232,545

270,409

11,084

87,722

168,841

△4,000

10,141,139

6,603,980

2,548,920

41,326

1,122,747

20,796

66,726

2,326,629

25,003

451,829

73,580

31,980

41,600

3,463,577

519,949

953,742

808,739

18,569

754,905

9,655

126,902

285,868

△14,755

（負  債  の  部）

流 動 負 債 8,249,239

支 払 手 形 652,582

買 掛 金 1,642,046

電 子 記 録 債 務 2,759,490

短 期 借 入 金 1,883,100

1年内返済予定の長期借入金 659,931

リ ー ス 債 務 7,604

未 払 金 227,725

未 払 法 人 税 等 184,627

賞 与 引 当 金 142,100

そ の 他 90,030

固 定 負 債 2,568,242

長 期 借 入 金 1,853,108

リ ー ス 債 務 18,517

退 職 給 付 引 当 金 345,378

債務保証損失引当金 134,257

長 期 未 払 金 208,042

そ の 他 8,940

負 債 合 計 10,817,482

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 8,821,445

資 本 金 569,250

資 本 剰 余 金 669,925

資 本 準 備 金 233,388

その他資本剰余金 436,537

利 益 剰 余 金 7,582,566

利 益 準 備 金 80,751

その他利益剰余金 7,501,815

別 途 積 立 金 6,996,068

繰越利益剰余金 505,746

自 己 株 式 △297

評価・換算差額等 119,606

その他有価証券評価差額金 119,606

純 資 産 合 計 8,941,052

資 産 合 計 19,758,534 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,758,534

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

製 品 売 上 高 17,984,664

商 品 売 上 高 6,591,550 24,576,215

売 上 原 価

製 品 売 上 原 価 15,336,270

商 品 売 上 原 価 5,785,777 21,122,048

売 上 総 利 益 3,454,166

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,418,212

営 業 利 益 1,035,954

営 業 外 収 益

受 取 利 息 13,841

受 取 配 当 金 10,025

受 取 地 代 家 賃 33,304

そ の 他 121,560 178,731

営 業 外 費 用

支 払 利 息 33,982

株 式 公 開 費 用 34,273

為 替 差 損 33,463

そ の 他 9,592 111,311

経 常 利 益 1,103,374

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 61,389

投 資 有 価 証 券 売 却 益 681 62,070

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 18,586

関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,125

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 99,257

そ の 他 170 122,140

税 引 前 当 期 純 利 益 1,043,305

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 419,914

法 人 税 等 調 整 額 37,831 457,746

当 期 純 利 益 585,559

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資本剰余
金 合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

利益剰余
金 合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 492,000 156,138 436,537 592,675 80,751 6,546,068 690,803 7,317,623

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ － － － － － △122,599 △122,599

会 計 方 針 の 変 更 を
反映した当期首残高

492,000 156,138 436,537 592,675 80,751 6,546,068 568,204 7,195,024

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ）

77,250 77,250 － 77,250 － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △198,016 △198,016

当 期 純 利 益 － － － － － － 585,559 585,559

別 途 積 立 金 の 積 立 － － － － － 450,000 △450,000 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 77,250 77,250 － 77,250 － 450,000 △62,457 387,542

当 期 末 残 高 569,250 233,388 436,537 669,925 80,751 6,996,068 505,746 7,582,566

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △297 8,402,002 99,524 99,524 4,500 8,506,026

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

－ △122,599 － － － △122,599

会 計 方 針 の 変 更 を
反映した当期首残高

△297 8,279,402 99,524 99,524 4,500 8,383,426

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ）

－ 154,500 － － △4,500 150,000

剰 余 金 の 配 当 － △198,016 － － － △198,016

当 期 純 利 益 － 585,559 － － － 585,559

別 途 積 立 金 の 積 立 － － － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － 20,082 20,082 － 20,082

当 期 変 動 額 合 計 － 542,042 20,082 20,082 △4,500 557,625

当 期 末 残 高 △297 8,821,445 119,606 119,606 － 8,941,052

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については

定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　２～18年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２

月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

④　債務保証損失引当金

関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方

法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引

率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支

払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響

額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が180,825千円増加し、繰越利益剰余金が

122,599千円減少しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

はそれぞれ11,973千円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は36円40銭（10．１株当たり情報に関する注記（注）に記載の平

成27年６月９日付株式分割を反映した額）減少し、１株当たり当期純利益は3円63銭（10．１株

当たり情報に関する注記（注）に記載の平成27年６月９日付株式分割を反映した額）減少して

おります。

３．追加情報

役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職慰労引当金を計上しておりました

が、平成27年５月15日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、

平成27年５月27日開催の定時株主総会において、当該制度の廃止に伴う打ち切り支給が決議さ

れました。

これに伴い、当事業年度において、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打ち切り支給に伴う

未払額208,042千円を固定負債の「長期未払金」に表示しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物 1,354,315千円

土地 1,501,069千円

計 2,855,385千円

②　担保に係る債務

短期借入金 98,225千円

長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む。） 1,408,775千円

計 1,507,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,411,487千円
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(3) 保証債務

①　他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

廊坊中本包装有限公司 320,612千円

(2,821千USD)

138,816千円

(7,999千RMB)

廊坊中本新型材料科技有限公司 73,315千円

(645千USD)

株式会社アール 699,000千円

株式会社中本印書館 266,280千円

株式会社サンタック 275,705千円

エヌアイパックス株式会社 266,480千円

計 2,040,209千円

②　他の会社の外国為替先物予約・直接為替先渡取引に対し、保証を行っております。

株式会社アール 8,163千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

短期金銭債権 552,087千円

短期金銭債務 185,411千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 3,072,166千円

営業取引以外の取引による取引高 41,390千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 296株

－ 36 －



７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 111,211千円

長期未払金 67,475千円

賞与引当金 47,035千円

関係会社株式評価損 45,825千円

債務保証損失引当金 43,230千円

棚卸資産評価損 18,112千円

未払事業税 13,661千円

その他 27,539千円

繰延税金資産小計 374,091千円

評価性引当額 △102,662千円

繰延税金資産合計 271,429千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 56,804千円

繰延税金負債合計 56,804千円

繰延税金資産の純額 214,624千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後

に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、当事業年度

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成28年３月１日から開

始する事業年度において解消が見込まれる一時差異については、前事業年度の35.6％から

33.0％に、平成29年３月１日から開始する事業年度以後において解消が見込まれる一時差異に

ついては、前事業年度の35.6％から32.2％に変更されております。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は19,383

千円減少し、法人税等調整額が25,381千円、その他有価証券評価差額金が5,997千円それぞれ増

加しております。

(3) 決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改

正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等が変更されることとなりました。これに伴い、平成29

年３月１日から開始する事業年度及び平成30年３月１日から開始する事業年度において解消が

見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が

32.2％から30.8％に、平成31年３月１日から開始する事業年度以後において解消が見込まれる

一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が32.2％から

30.6％に変更されます。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は5,566千

円減少し、法人税等調整額が8,388千円、その他有価証券評価差額金が2,822千円それぞれ増加

する見込みであります。
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

 子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
エヌアイパック
ス株式会社

所有
直接  56.0％

当社製品・商品の
販売
資金の援助
債務の保証
役員の兼務

製品の販売
（注）１

622,695 売掛金 292,326

子会社
中本包装（蘇
州）有限公司

所有
直接 100.0％

当社製品・商品の
販売
資金の援助
役員の兼務

資金の貸付
（注）２

－
関係会社長
期貸付金

477,628
(4,203千USD)

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、

取引金額には期首と期末の差額を記載しております。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,654円50銭

(2) １株当たり当期純利益 177円30銭

（注）当社は、平成27年５月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成27年６月９日付で普

通株式１株につき200株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割

が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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11．重要な後発事象に関する注記

(1) 公募増資による新株式の発行

当社は、平成28年１月28日及び平成28年２月15日開催の取締役会において、公募増資による

新株式の発行を決議し、平成28年３月２日に払込が完了しております。

その概要は、次のとおりであります。

①　募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②　発行する株式数：普通株式　550,000株

③　発行価格：１株につき　　　　1,470円

④　発行価額の総額：　　　　808,500千円

⑤　払込金額：１株につき　　 1,359.75円

⑥　払込金額の総額：　　　　747,862千円

⑦　資本組入額：　　　　　　373,931千円

⑧　払込期日：平成28年３月２日

⑨　資金の使途：生産能力増強や作業環境向上を目的としてグラビア印刷機、クリーンルー

ム等の生産加工設備、物流保管設備拡充を目的として物流倉庫建物、残額

は、財務体質強化及び経営基盤安定化のため、平成29年２月期以降に金融

機関からの借入金の返済資金に充当する予定であります。

(2) 第三者割当増資による新株式の発行

当社は、平成28年１月28日及び平成28年２月15日開催の取締役会において、野村證券株式会

社が行うオーバーアロットメントによる当社株式の売出し（当社株主から借入れる当社普通株

式168,100株の売出し）に関連し、同社を割当先とする第三者割当による新株式の発行を決議

し、平成28年４月１日に払込が完了しております。

その概要は、次のとおりであります。

①　募集方法：第三者割当

②　発行する株式数：普通株式　168,100株

③　発行価格：１株につき　　　　1,470円

④　発行価額の総額：　　　　247,107千円

⑤　払込金額：１株につき　　 1,359.75円

⑥　払込金額の総額：　　　　228,573千円

⑦　資本組入額：　　　　　　114,286千円

⑧　払込期日：平成28年４月１日

⑨　資金の使途：生産能力増強や作業環境向上を目的としてグラビア印刷機、クリーンルー

ム等の生産加工設備、物流保管設備拡充を目的として物流倉庫建物、残額

は、財務体質強化及び経営基盤安定化のため、平成29年２月期以降に金融

機関からの借入金の返済資金に充当する予定であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月６日

中本パックス株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 渡 部 　 健 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 　 聡 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中本パックス株式会社の平成27年３月
１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、中本パックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成28年３月２日を払込期日
とする公募増資及び平成28年４月１日を払込期日とする第三者割当増資を行っている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月６日

中本パックス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 渡 部 　 健 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 　 聡 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中本パックス株式会社の平成27
年３月１日から平成28年２月29日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成28年３月２日を払込期日
とする公募増資及び平成28年４月１日を払込期日とする第三者割当増資を行っている。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年３月１日から平成28年２月29日までの第28期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月13日

中 本 パ ッ ク ス 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 長 尾 春 樹 

社 外 監 査 役 中 村 吉 伸 

社 外 監 査 役 芦 田 一 志 

以　　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の 重要課題のひとつと考え、安定配当の維持

を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第28期の期末配当及びそ

の他の剰余金の処分をいたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金62円50銭といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は210,516,500円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成28年５月31日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

①　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 280,000,000円

②　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 280,000,000円
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第２号議案　取締役11名選任の件
　取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
経営体制の強化を図るため１名を増員し、取締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

なか

中
もと

本
たか

髙
し

志
(昭和23年９月13日)

昭和46年４月　住友スリーエム㈱（現スリーエムジ

ャパン㈱）入社

昭和50年４月　当社入社

昭和54年10月　当社管理部次長

昭和55年５月　当社取締役管理部担当

昭和60年６月　当社常務取締役

平成２年９月　当社専務取締役

平成３年10月　代表取締役社長（現任）

645,234株

２

むか

向
い

井
ただ

忠
ゆき

行
(昭和19年６月２日)

昭和51年12月　当社入社

平成３年４月　当社埼玉工場次長

平成３年12月　当社取締役埼玉工場担当

平成14年12月　当社常務取締役生産事業部統括担当

平成20年１月　当社専務取締役生産事業部統括担当

平成27年４月　当社取締役副社長

プロダクト事業本部長（現任）

50,200株

３

き

木
ど

戸
 

　
ひろし

弘
(昭和34年１月22日)

昭和56年４月　当社入社

平成13年４月　当社関西営業部担当部長

平成15年３月　当社取締役関西営業部担当

平成22年１月　当社常務取締役CSD事業部担当

平成27年４月　当社専務取締役

パッケージング事業本部長（現任）

35,400株

４

よし

吉
いさお

功
(昭和31年７月17日)

昭和55年４月　当社入社

平成16年４月　当社経営管理部部長

平成16年５月　当社取締役経営管理部担当

平成22年１月　当社常務取締役管理本部長

平成27年４月　当社専務取締役管理本部長（現任）

33,000株

５

ど

土
い

井
みつ

光
お

雄
(昭和32年３月13日)

昭和54年４月　当社入社

平成16年４月　当社埼玉工場部長

平成20年５月　当社取締役　生産事業部担当

平成27年４月　当社常務取締役プロダクト事業本部

生産事業部長（現任）

20,200株

６

かわ

川
した

下
かず

和
たか

孝
(昭和31年６月21日)

昭和54年４月　当社入社

平成24年４月　当社管理本部執行役員

平成24年５月　当社取締役エヌアイパックス㈱担当

平成25年３月　当社取締役経営企画室長就任

平成28年４月　当社常務取締役

経営企画室長（現任）

24,000株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

７

かわ

河
た

田
 

　
じゅん

淳
(昭和50年12月10日)

平成12年４月　㈱日立ハイテクノロジーズ入社

平成16年３月　当社入社

平成19年４月　当社管理本部部長

平成25年５月　当社取締役海外事業本部副本部長

平成26年９月　当社取締役プロダクト事業本部

国際室長

平成28年４月　当社常務取締役プロダクト事業本部

国際室長（現任）

14,800株

８

は

羽
ぶち

渕
ひで

英
ひこ

彦
(昭和40年９月25日)

平成元年４月　当社入社

平成24年４月　当社生産事業部関東営業部執行役員

平成25年５月　当社取締役プロダクト事業本部

営業事業部長（現任）

13,400株

※９

よし

吉
だ

田
こう

剛
じ

治
(昭和41年１月19日)

昭和63年４月　当社入社

平成22年４月　当社CSD事業部部長

平成25年４月　当社執行役員パッケージング事業本部

関西営業部長（現任）

1,000株

※10

やま

山
した

下
とし

敏
ひろ

弘
(昭和28年２月14日)

昭和46年３月　東洋紡績㈱（現東洋紡㈱）入社

平成15年４月　同社工業フィルム開発部マネージャー

平成17年３月　東山フィルム㈱入社

平成19年３月　同社取締役技術部長

平成21年３月　同社取締役製造本部長

平成24年１月　当社入社

平成25年４月　当社執行役員プロダクト事業本部

生産事業部埼玉工場長（現任）

―株

11

しら

白
い

井
 

　
みさお

操
(昭和23年５月15日)

昭和44年４月　松蔭短期大学家政学科助手

昭和61年４月　白井操クッキングスタジオ開設

　　　　　　　（現任）

平成６年４月　神戸市立シルバーカレッジ

　　　　　　　食文化専攻講師（現任）

平成17年４月　健康ひょうご21

　　　　　　　県民運動推進員（現任）

平成19年10月　兵庫県ひょうご

　　　　　　　「食」担当参与（現任）

平成19年11月　新・健康こうべ21策定委員会

　　　　　　　委員（現任）

平成19年12月　特定非営利活動法人

フィールドキッチン理事長（現任）

平成27年５月　当社取締役（現任）

―株
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（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．※は、新任の取締役候補者であります。

３．白井操氏は、社外取締役候補者であります。

４．白井操氏は、料理研究家であり、神戸市シルバーカレッジで食文化専攻講師や兵庫県ひ

ょうご「食」担当参与を務め、兵庫県功労者表彰（食品流通）をうける等、食品関連包

材を使用している食品市場に精通した相当程度の知見を有しております。当社の経営に

対して専門的見地から、また客観的かつ中立な立場から社外取締役として監督を行って

いただけるものと判断しております。

５．白井操氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって１年となります。

６．当社は、白井操氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としており、白井操氏の再任が承

認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

７．当社は、白井操氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
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第３号議案　取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成27年５月27日開催の第27回定時株主総会において、年額

350百万円以内と決議いただき今日に至っておりますが、その後の経済情勢の変化、第２号

議案が原案どおり承認可決されますと取締役の人数が１名増加すること、取締役の責務増

大など諸般の事情を考慮いたしまして、取締役の報酬額を年額450百万円以内（うち社外取

締役30百万円以内）と改めさせていただきたいと存じます。また、取締役の報酬額には、

従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

　なお、現在の取締役は10名（うち社外取締役１名）でありますが、第２号議案が原案ど

おり承認可決されますと、取締役は11名（うち社外取締役１名）となります。

第４号議案　監査役の報酬額改定の件

　当社の監査役の報酬額は、平成24年５月29日開催の第24回定時株主総会において、

年額20百万円以内と決議いただき今日に至っておりますが、その後の経済情勢の変化、

監査役の責務増大など諸般の事情を考慮いたしまして、監査役の報酬額を年額30百万

円以内と改めさせていただきたいと存じます。

以　上
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